
自
立
的
か
つ
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
可
能
と
す
る
地
方
税
財
政
制
度
の
構
築
及
び

東
日
本
大
震
災
へ
の
対
応
に
関
す
る
決
議

平
成
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三
月
三
十
一
日
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総

務

委

員

会

国
・
地
方
を
通
じ
た
厳
し
い
財
政
状
況
の
下
、
特
に
財
政
力
の
弱
い
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
厳
し
い
財
政
運
営
を
強

い
ら
れ
て
い
る
状
況
を
踏
ま
え
、
政
府
は
、
個
性
豊
か
で
活
力
に
満
ち
た
分
権
型
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
自
立
的
か
つ
持
続
的
な

地
方
税
財
政
シ
ス
テ
ム
を
確
立
し
、
人
口
減
少
の
克
服
、
地
方
創
生
等
の
諸
課
題
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
東
日
本
大
震
災
で

被
災
し
た
地
方
公
共
団
体
が
、
復
旧
・
復
興
事
業
を
円
滑
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
格
段
の
努
力
を
す
べ
き

で
あ
る
。

一
、
地
方
公
共
団
体
が
人
口
減
少
の
克
服
、
地
方
創
生
等
の
諸
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
く
観
点
か
ら
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

自
主
的
か
つ
主
体
的
な
取
組
を
長
期
間
に
わ
た
っ
て
実
施
し
て
い
く
た
め
、
地
方
創
生
の
取
組
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、

長
期
的
視
点
に
立
ち
、
継
続
的
か
つ
安
定
的
な
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
。

二
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
本
来
の
役
割
で
あ
る
財
源
調
整
機
能
と
財
源
保
障
機
能
が
十
分
発
揮
で
き
る
よ
う
、
今
後
も
、

地
方
税
等
と
併
せ
地
方
公
共
団
体
の
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な
総
額
の
充
実
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
今
回
の
法
定
率

の
見
直
し
後
も
引
き
続
き
多
額
の
財
源
不
足
の
発
生
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
更
な
る
法
定
率
の
引
上
げ
を
始
め
と

し
た
抜
本
的
な
見
直
し
に
つ
い
て
検
討
し
、
特
例
措
置
に
依
存
し
な
い
持
続
可
能
な
制
度
の
確
立
を
目
指
す
こ
と
。

三
、
地
方
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
の
自
主
性
・
自
立
性
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
く
、
安
定
的
で

充
実
し
た
財
源
の
確
保
を
可
能
と
す
る
地
方
税
制
の
構
築
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
地
方
消
費
税
率
引
上
げ
の
延
期
が
地
方
の

社
会
保
障
給
付
に
及
ぼ
す
影
響
に
適
切
に
対
処
す
る
と
と
も
に
、
地
方
税
収
の
減
収
が
生
ず
る
地
方
税
制
の
見
直
し
を
行
う

場
合
に
は
、
代
替
の
税
源
の
確
保
等
の
措
置
を
講
ず
る
ほ
か
、
税
負
担
軽
減
措
置
等
の
創
設
や
拡
充
に
当
た
っ
て
は
、
真
に

地
域
経
済
や
住
民
生
活
に
寄
与
す
る
も
の
に
限
ら
れ
る
よ
う
、
慎
重
な
対
処
を
行
う
こ
と
。



四
、
巨
額
の
借
入
金
に
係
る
元
利
償
還
が
地
方
公
共
団
体
の
財
政
運
営
を
圧
迫
し
、
諸
施
策
の
実
施
を
制
約
し
か
ね
な
い
状
況

に
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
地
方
財
政
の
健
全
化
と
地
域
経
済
の
再
生
に
向
け
た
取
組
を
一
層
推
進
す
る
と
と
も
に
、
臨
時
財
政

対
策
債
を
始
め
、
累
積
す
る
地
方
債
の
元
利
償
還
に
つ
い
て
は
、
将
来
に
お
い
て
地
方
公
共
団
体
の
財
政
運
営
に
支
障
が
生

ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
万
全
の
財
源
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

五
、
地
方
債
制
度
及
び
そ
の
運
用
に
つ
い
て
は
、
地
方
債
届
出
制
度
の
運
用
状
況
も
踏
ま
え
つ
つ
、
地
方
債
の
発
行
に
関
す
る

国
の
関
与
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
性
・
自
立
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
必
要
な
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、

財
政
力
の
弱
い
市
町
村
が
円
滑
に
資
金
を
調
達
で
き
る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
機
動
的
な
活
用
を
含
め
、
公
的

資
金
の
確
保
と
適
切
な
配
分
に
最
大
限
の
配
慮
を
行
う
な
ど
、
円
滑
な
起
債
と
流
通
、
保
有
の
安
全
性
の
確
保
を
図
る
こ
と
。

六
、
東
日
本
大
震
災
に
係
る
復
旧
・
復
興
事
業
の
加
速
化
を
図
る
た
め
、
引
き
続
き
、
入
札
不
調
へ
の
適
切
な
対
応
策
を
講
ず

る
な
ど
、
被
災
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
復
旧
・
復
興
事
業
が
円
滑
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
万
全
な
支
援
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

ま
た
、
集
中
復
興
期
間
終
了
後
に
お
い
て
も
、
復
興
の
現
状
に
鑑
み
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
震
災
復
興
特
別
交

付
税
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
復
旧
・
復
興
事
業
の
実
施
に
よ
っ
て
被
災
地
方
公
共
団
体
の
財

政
運
営
に
支
障
が
生
ず
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
確
実
な
財
源
の
確
保
に
万
全
を
期
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


